
令和４年度当初予算のポイント

Ⅰ 予算規模

１兆２，６７６億７７百万円 （対前年度 ＋９２億円 ＋０．７％）

Ⅱ 歳入

うち 復興・創生分 ２，４２９億２８百万円 （対前年度 ▲１５６億円 ▲６．０％）

３ 地方交付税等

（１）実質的な地方交付税 ２，１２３億８１百万円 （①+②）
（対前年度 ▲３２２億円 ▲１３．２％）

（２）震災復興特別交付税 ２３１億７３百万円
（対前年度 ＋８１億円 ＋５３．５％）

※通常の地方交付税(上記(1))とは別枠で確保。

４ 国庫支出金 ２，４３７億４６百万円
（対前年度 ＋２４５億円 ＋１１．２％）

新型コロナウイルス感染症対応の増等により増額となる見込み。

１ 県税 ２，３９０億９３百万円
（対前年度 ＋２０４億円 ＋９．３％）

①地方交付税 １，９３９億円
（対前年度 ＋４１億円 ＋２．２％）

②臨時財政対策債 １８４億８１百万円
（対前年度 ▲３６３億円 ▲６６．３％）

５ 県債 １，４１９億５百万円
（対前年度 ▲５１３億円 ▲２６．５％）

①借換債を除いた県債の規模
１，１９８億３９百万円（対前年度 ▲３７５億円 ▲２３．９％）

【県債依存度 ９．６％】

②借換債及び臨時財政対策債を除いた県債の規模
１，０１３億５８百万円（対前年度 ▲１２億円 ▲１．２％）

【県債依存度 ８．３％】

※ 臨時財政対策債：実質的な地方交付税
（後年度の元利償還金は全額交付税で算定）

県債残高
令和４年度末見込み １兆６，５４８億円 （対前年度 ＋２７４億円）

臨時財政対策債除く １兆 ３７１億円 （対前年度 ＋４５０億円）

令和４年2月 福島県

１

新しい総合計画がスタートを切る重要な一年として、新型コロナウイルス感染症への確実な対応はもとより、震災・原子力災害からの復興
と福島ならではの地方創生を力強く前に進め、防災力の強化や地球温暖化対策、デジタル変革の推進などに対応していく予算として編成。

※全体予算額は、新型コロナウイルス感染症対応分1,266億円計上による＋354億円、防災力強化などに向けた公共事業＋104億円などにより増
※復興・創生分は、除去土壌搬出の進捗による除染関連事業▲207億円、ふくしま復興特別資金▲27億円など、復旧・復興が進んだことにより減

新型コロナウイルス感染症が及ぼす社会・経済活動への影響は不
透明であるものの、製造業を中心に法人事業税の増が見込まれるこ
となどから、前年度より増加する見込み。

２ 地方譲与税 ３４１億４６百万円
（対前年度 ＋１１２億円 ＋４９．０％）

全国的な特別法人事業税等の増等により譲与額が増加する見込み。



１ 復興・再生の加速

① 避難地域等復興加速化プロジェクト ６０１億円（ ４２件）

② 人・きずなづくりプロジェクト ６５億円（ ３９件）

③ 安全・安心な暮らしプロジェクト ７５４億円（１１５件）

④ 産業推進・なりわい再生プロジェクト ７４５億円（ ７３件）

２ 地方創生の推進

① 輝く人づくりプロジェクト ２０６億円（１１５件）

② 豊かなまちづくりプロジェクト ９９億円（ ４２件）

③ しごとづくりプロジェクト ９８８億円（ ５６件）

④ 魅力発信・交流促進プロジェクト ４１億円（ ４５件）

合 計 ３，４９９億円（５２７件）

Ⅲ 歳出

１ 義務的経費 ３，７０３億２８百万円
（対前年度 ▲２１５億円 ▲５．５％）

① 人 件 費（対前年度 ▲４１億円 ▲１．６％）
新陳代謝（職員の入れ替わり）による減など

② 扶 助 費（対前年度 ▲１０億円 ▲４．３％）
災害救助費（復興分や台風災害復旧分）の減など

（間接扶助費を含めると 対前年度 ＋７億円 ＋０．７％）

③ 公 債 費（対前年度 ▲１６３億円 ▲１４．５％ ）

２ 投資的経費 １，９０６億５６百万円
（対前年度 ＋３８億円 ＋２．０％）

① 公共事業（対前年度 ＋７億円 ＋０．５％）
復興分や防災力強化などに向けた事業費の増
一方、令和元年東日本台風等災害復旧費は減

※公共事業における維持補修費を含めると+76億円 +4.2％
※公共事業費全体額 1,890億円

②そ の 他（対前年度 ＋３１億円 ＋６．５％）
再生可能エネルギー復興支援事業の増など

３ 一般行政経費 ７，０６６億９３百万円
（対前年度 ＋２６９億円 ＋４．０％）

① 補助費等（対前年度 ▲７０億円 ▲１．８％）
除去土壌搬出の進捗による除染関連事業費の減など

② 維持補修費（対前年度 ＋６７億円 ＋１３．７％）
道路の長寿命化を始め、公共事業における
維持補修費の増など

③ その他（対前年度 ＋２７１億円 ＋１０．７％）
中小企業等の資金繰り支援を始め、感染症対応の増など

１ 財源不足額 ６６１億円
複合災害からの復興や新型感染症への対応などに係る多様かつ膨大な

事業を実施するためには、６６１億円の財源不足が見込まれる。

２ 財源確保の状況

＜復興・創生分＞ ２８８億円

①歳入確保

・原子力災害等復興基金の活用（２８６億円）

・復興事業への地方負担導入分に係る資金手当債の活用（２億円）

＜通常分＞ ３７３億円

①歳入確保（９３億円）

・特定目的基金の活用（５３億円）

・行政改革推進債、退職手当債の活用（４０億円）

②歳出抑制（▲１０億円）

（事務事業見直し徹底や整理合理化）

③繰越金の活用（１５億円）

④主要基金の取崩し （２５５億円）
※主要基金の令和４年度末残高見込み：３４億円

Ⅳ 財源不足への対応

Ⅴ 総合計画における重点事業

（注）表示単位未満の端数は、記載区分毎に四捨五入している。
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